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Ｑ．倉敷地区の電気炉導入検討に関して、高炉 1 基から電気炉 2 基への転換を検討しているの

か、あくまでも電気炉 1 基で既存の生産量に対応する考えなのか。また、電気炉の 2 基目以降に

ついて先の計画があれば教えていただきたい。 

Ａ．倉敷地区で検討しているのは、高炉 1 基を休止し、電気炉 1 基で対応することを考えている。

現在、高炉は全社で 7 基稼働しているが、そのうち倉敷地区の 1 基が 2020 年代後半に寿命を迎

え、残りは 2030 年代以降に改修時期を迎える予定である。今後の計画について、これらの高炉に

ついてどのように対応していくかが今後の大きな検討課題になるが、現時点で確たる計画は持ち

合わせていない。 

 

Ｑ．P11 の説明の際に、電気炉について「高炉法に匹敵するグリーンな高品質・高機能鋼材の大

量供給体制を世界で初めて実現する」とあったが、他社との比較において、規模・時期の点で、

日本および世界でも初めてであるという認識でよいか。 

Ａ．他社のことについて申し上げられないが、当社は 2027 年に年産 200 万 t 規模の高効率・大型

電気炉の実装を実現できれば、既存の電気炉では製造困難であった高品質鋼材を中心とした 200

万 t 分の商品を世の中に供 初 遐 ㎥ Ὃ 装 資を 達 ₤ ₤ 運 運 、 れ 運 、 ら 万 ． ㎥ 金 運 1 ㎥ ㎥ を ㎥ 遐 違 に 遐 ㎥ 金 て 遐 連 ㎥ 過金 考 る 遐 ㎥ ガ ㎥ イ う ㎥ 運 と Ḽ 金 ラ 金 こ ㎥ 金 大 か ㎥ 金 つ ㎥ 鉄 。 連 ㎥ 金 ʹ の 連 世
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題と考えている。世界鉄鋼協会で、マスバランス方式の理解を深めるために、日本製鉄と一緒に

理事会の場で提言している。現在、アルセロール・ミッタル、ティッセンクルップ、ポスコ、日本

製鉄、神戸製鋼所、および当社が既にマスバランス方式によるグリーン鋼材のブランドを作って

販売を開始している。マスバランス方式の理解を深めるにはインド勢、中国勢の理解が必要であ

る。今後も世界鉄鋼協会を通じてマスバランス方式の理解を深めるようリードしていく所存であ

る。 

 

Ｑ．倉敷地区の電気炉について、直接還元鉄の使用量が最大 50％と資料に書かれているが、リタ

ーンスクラップとか老廃スクラップ等含め、どういう鉄源の構成になるのか。 

Ａ．他のスクラップ等の配合は申し上げられないが、高品質鋼を作る上ではリターンスクラップ

も必須と考えている。 

 

Ｑ．CR 高炉の技術が確立したら、CR 高炉の方が電気炉よりも望ましいとの説明に聞こえたが、ど

の技術が望ましいと考えているか。 

Ａ．現状、最も技術的検討が進んでいるのは電気炉であるため、政府支援を前提として、倉敷地

区での実装を図っていきたいと考えている。ただし、電気炉導入に伴う製鉄所の大規模な改造を

考えると、既存の経営資源を有効活用できる CR 高炉あるいは SuperCOURSE50 が現時点で有力な選

択肢と考えている。 

 

Ｑ．説明資料 P13 に記載の CO₂排出量削減計画進捗について、2022 年度は計画通り進捗している

が、今後の目標達成に向けた見通しについて教えてほしい。また、これまでどういった施策が奏

功してきたか教えてほしい。 

Ａ．2024 年度末の目標達成に向けては、省エネ技術の導入や老朽化したコークス炉の改修等によ

る排出削減を図っており、いずれも計画通り進捗している。加えて、京浜地区の高炉休止により、

高炉が 8 基から
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Ｑ．昨年の説明会でグリーン鋼材市場を広げていくことが課題と言われていたが、今年度の採用

実績を見ると海運やビルなど
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が非常に高く現在開発中であるが、技術開発が完了したとしてもグリーン水素の調達という大き

な課題が残る。グリーン水素については、国が戦略を持って取り組んでおり、その戦略の実現性

をみながら、水素直接還元製鉄法の日本での導入が決まると考えている。現時点では、はなから

日本では無理だとは思っていない。技術開発の進捗やインフラ構築の状況を見ながら、日本にお

いてどこでどのタイミングで導入するかが決まっていくのではないか。 

 

Ｑ．グリーン鋼材について、ユーザーが価値を認めるにはその前提として第三者機関がグリーン

鋼材であるということを認めることが重要と思うが、現在日本国内でもまた世界的にも各社違う

機関から認証を受けている状態であると思う。今後その統一を図るという話も本日説明があった

と思うが、現時点どのような状態になっているか確認したい。 

Ａ．どこで認証を受けるかよりもどういう基準で計算し、データベースの管理が透明かつ信頼で

きるものになっているかを判断する基準が重要である。現在はマスバランス方式を適用したグリ

ーン鋼材の国際的な基準はないので、まずは日本鉄鋼連盟で国内のガイドラインを作成し発表し

た。昨年発表し先月改訂版を出したが、改訂版では例えばデータの管理方法や計算方法などを詳

細に規定しており、透明性・信頼性を担保することを目指している。これは国内向けのガイドラ

インなので、今後国際的に認知してもらうのは課題で、現在世界鉄鋼協会で共通のガイダンスを

策定すべく取り組みを始めたところ。さらにそれを国際標準である ISO 化していくことについて

も並行してワークし始めている。少し時間はかかるかもしれないが、すでに欧米の会社でもマス

バランス方式を使ってグリーン鋼材を販売しているところもあるので、国際基準へのニーズは共

有化されており、ゆくゆくは国際的な標準ができると考えている。 

 

Ｑ．UAE で行う還元鉄プロジェクトのオフテイクはどれくらいか。  

Ａ．正式契約まで至っていないので確定的なことは言えないが、オフテイクの数量については、

100 万 t レベルは必要と考えている。 

 

Ｑ．CN に向けて素材メーカーとして装置メーカー等とどのような協力が考えられるのか。例えば

技術の蓄積があれば特許やノウハウの外販などは可能性があるか。 

Ａ．鉄鋼業は装置産業として大型の設備を建設して CN を達成して行く立場にあるので、いろいろ

な技術を装置メーカー等のサプライヤーと密に連携して進めていくことが必要である。そこで得

た製造技術やノウハウは権利化・特許化し、例えば CR 高炉の技術であればアジアの高炉メーカー

に販売してロイヤリティとして収入を得るという考え方もありうると思っている。知的財産を守

ることは非常に大事なことだと考えている。 

 

Ｑ．今後 2050 年までのカーボンニュートラルに向けて高炉他社は 5 兆円規模の設備投資が必要

で 2030 年以降増えていくと言っているが、御社としてはどのくらいの設備投資が必要と考えて

いるか。またその際の個社としての負担と公的な補助金について、どのくらいの補助が必要と考

えているか。 

Ａ．当社として、カーボンニュートラルに向けた超革新技術の導入について、どの程度の投資額
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が必要かはまだ試算できていない。ただし、2030 年までのトランジション期においては約１兆円

規模の設備投資が必要と見積もっている。 

国の補助という観点では、鉄鋼業における脱炭素化技術の実機化は、プロセス転換を伴う巨額な

投資が必要となり、政府支援なしでは実行困難である。また、諸外国と同規模の支援が得られな

ければ、国内鉄鋼業の国際競争力は失われ、産業として衰退していくと考えている。従って、規

模感は現時点言えないが補助金は必須であり、また CAPEX だけでなくランニングのコストも上昇


